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第１回小委員会におけるご意見と対応状況（概要） 

 

〇 令和４年の答申の項目に照らし、委員等よりいただいたご意見を整理した。 

 

１．自動車排出ガス総合対策の経緯 

＜第１回小委員会 資料２参照＞ 

 

２．自動車排出ガス対策の実施状況と評価 

（１）自動車NOx・PM法の施行状況（総量削減計画、車種規制、特定事業者制度

等） 

＜第１回小委員会 資料３ P.4、10、11 参照＞ 

○ 総量削減計画の進捗状況について、令和５年度の達成率が非常に高い

ことについて何か理由があるのか。（森川委員） 

→令和８年度の排出量目標値は、令和２年度の目標値を据え置いたも

のです。令和２年度の車種別の排出ガス規制区分別構成率について確

認したところ、令和２年度の目標値を達成するための前提としてい

た構成率よりも、より新しい排出ガス規制区分に該当する車両の構

成率が高くなっていました。 

よって、令和２年度の目標設定時の想定以上に車両の代替が進み、新

しい規制基準に適合した車両への更新が進展していたことが要因で

あったと考えられます。 

 

（２）地方公共団体における取組 

＜次回以降提示＞ 

（３）自動車単体対策の進捗（排出ガス規制、低公害車、次世代自動車普及促

進＜第１回小委員会 資料３ P.6～8、13～15 参照＞ 

（４）自動車の利用に係る対策の進捗（エコドライブ、交通需要の調整・低

減、交通流対策） 

資料１－１ 
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＜第１回小委員会 資料３ P.17 参照＞ 

（５）局地汚染対策 

＜次回以降提示＞ 

（６）各施策による排出削減効果 

○ それぞれの排出ガスの規制値が大気濃度に及ぼす影響を確認する観点

から、排出ガスの重量と測定局の濃度の関係を整理することが必要で

はないか。（草鹿委員） 

○ 環境基準の達成に関し、どの政策が効いているのかという評価をして

いくべきではないか。規制だけではなくて産業界の各フリート対策な

ど自主的取り組みや自治体の流入規制がどのように効いているのかも

観点として取り入れられると良い。（織委員） 

→資料１―２、１－３のとおり。 

○ 排出ガス規制に伴って、プラスアルファでどのような効果が出てきて

いるのかということも併せて出していくことが必要なのではないか。

例えば、エコドライブだと自動車事故が減るということも考えられる。

（織委員） 

→自動車排出ガス対策は、単に環境負荷低減にとどまらず、副次的な効

果も生み出しております。例えば、エコドライブの取組は自動車排出

ガス対策のみならず、燃費向上による CO2削減に寄与 （8.7％の向上）

するほか、交通事故の削減にも繋がっていること（49％の減少）が確

認されています。（参考資料３） 

 （７）施策の進捗状況（まとめ） 

＜次回以降提示＞ 

 

３．大気汚染の状況と総量削減基本方針の目標達成に係る評価 

（１）常時監視測定局における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の環境基準の達成

状況 

＜第１回委員会 資料３ P.20～25 参照＞ 

 （２）二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の環境基準確保に係る評価 
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  （２－１）常時監視測定局における継続的・安定的な環境基準達成に係る評価 

 （２－２）対策地域全体における面的評価 

 （２－３）環境基準確保の評価について 

＜第１回委員会 資料３ P.27～53 参照＞ 

○ NOx 排出量又は PM 排出量と走行量の関係において、走行量は下がって

いる又はそれほど増えていないのに対して排出量が上がっているもの

やその逆のパターンも見受けられるところ、その理由を確認するべき

ではないか。（森川委員） 

○ 同じ交通量でも車間距離や発進遅れにより渋滞が起きやすかったりす

る。（オブザーバー 小林先生） 

→排出量は、車種別の排出係数に車種別走行量を乗じて算定している

ため、全車種合計としての総走行量が減少又は横ばいであっても、排

出係数が相対的に大きい普通貨物車や特種(殊)車等の走行量が増加

した場合には、排出量が増加することがあります。 

一例として、千葉県について見ると、R4 年度から R5 年度にかけて

NOx 排出量が増加（R4 ：4,491t/年、R5 ：4,653t/年）しています。総

走行量（全車種合計）は減少していますが、排出係数が大きい普通貨

物車や特種(殊)車の走行量（普通貨物車；R4 ：4,612 千台㎞/日、R5 ：

4,913 千台㎞/日（6.5％増）、特種(殊)車；R4 ：1,507 千台㎞/日、R5 ：

1,796 千台㎞/日（19.2％増））が増加していることが NOx 排出量増

加の一因と考えられます。 

 

４．大気環境状況の将来予測 

＜第１回小委員会 資料３ P.57～69 参照＞ 

○ 令和10年度の車種構成をどういう形で考えているか。EVトラックやHV

トラックなどを加味することはできるか。（草鹿委員） 

→大気環境状況の将来予測における車種構成では、EV や HV は考慮し

ておりません。 

○ 流入車の車種構成は、NOx ・PM 法の指定地域外の平均的な車種構成を条

件としていることで良いか。（森川委員） 
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      →流入車の車両構成は、指定地域外を「使用の本拠地」とする車両のナ

ンバープレート調査における走行割合を基礎とし、各都市圏の NOx ・

PM 法の指定地域外における保有台数構成で補正しています。 

 

５．今後の自動車排出ガス総合対策の在り方 

（１）各都府県における指定解除の検討状況 

  （２）各都府県の指定解除の検討状況に対する考え方 

  （３）総量削減基本方針に定める目標及び施策 

  （４）その他 

＜資料１－４参照＞ 


